　　　2014年度政府予算編成に関する要請報告（厚労省）

　自治労は、2014年度政府予算編成に係り、厚労省に対する第2次要請行動を以下のとおり実施しました。要請の概要は以下のとおりです。

　自治労は2013年12月11日、厚生労働省に対し2014年度予算編成に関する要請行動を実施した。自治労からは荒金副委員長、榎本社会保障局長、伊藤衛生医療局長、西村社会福祉局長が参加した。厚生労働省は唐澤政策統括官（社会保障担当）が対応した。冒頭、荒金副委員長が要請書を手渡したのち、榎本社会保障局長が要請内容を説明した。今回の要請については、１６項目の要請内容のうち、①消費税増税の前提である社会保障制度の充実に向けた国・地方の財源確保、②保育の量的拡大のみならず質を確保するための地域型保育給付の予算を確保すること、③地域包括ケアシステムにおける24時間定期巡回サービス等を整備する予算を確保すること、④病院勤務医と診療所勤務医の雇用格差を是正するため、診療報酬改定に際しては、公平・公正な観点から適正な配分を行うこと、以上４点を重点項目とし集中的に意見交換した。

　

　これに対し厚生労働省からは、①社会保障プログラム法案が成立したことを受けて、税と社会保障一体改革で三党合意した枠組みに沿って、予算確保を確実なものとしていきたい。また、地方消費税の入り方が国税の消費税よりも遅いこともあって、総務省に対して地財上の措置をお願いしている、②消費税による5,000億円の増収分のうち3,000億円は待機児童対策に充てられ、量的には十分確保できた、質の確保についても検討していきたい。各々の課題について必要があれば担当部局との協議をお願いしたい。また、安心こども基金については当然公的施設も対象である、③地域包括ケアシステムの推進が診療報酬改定や介護報酬改定の中心課題となっている。地域包括ケアの提供体制が地域によって実情がかなり違うということをよく踏まえながら、都道府県と市町村が地域医療・介護ビジョンなどの協議を通じ体制を作っていただきたい、④病院勤務医と診療所勤務医の格差など現状の診療報酬の問題についても、医療サービスの充実という観点から公平・公正に配分されるよう十分検討を進めていきたい。

　

　以上の回答に対して自治労から、①地域包括ケアの提供体制の確立のためには病院の機能分化が重要であるとの考えは同意できるが、地域によっては自治体立病院が複数の機能を持たざるを得ない実情がある。一部には自治体立病院に対して厳しい評価もあるが、地域医療の中核病院としての機能強化を要請したい、②小規模保育については、この間の保育事故等の状況を踏まえると、資格を持った保育士の確保など、質の確保が絶対に必要。先行実施時点から保育士を配置するようお願いしたい。公立保育所に対する安心こども基金の適用は極めて限定的な範囲にとどまっている。地域の実態を踏まえた適用範囲の拡大をお願いしたい、と再度強く要請した。
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２０１４年度政府予算編成に関する要請書
臨時国会で、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」が成立しました。これは社会保障制度改革国民会議報告書等を受け、今後の社会保障制度改革について、その全体像と進め方を明らかにするともに、現在進行している少子・高齢社会、生産年齢人口の減少など社会構造の変化や雇用環境の変化に対応して、持続可能な社会保障制度の確立を図るためのものとなっています。
しかし、個別内容については、受益と負担の均衡や自助・自立のための環境整備などについて、今後求められる社会保障の機能強化やセイフティーネットの充実などの再構築の観点から懸念される点もあります。
つきましては、2014年度の予算編成にあたり、以下の通り要請いたします。
（◎が重点課題）
1． 社会保障制度の充実機能強化について　
（1） 消費税増税の前提たる社会保障制度の充実機能強化と安定にむけて、財源の確保を中央・地方政府において確実に行うこと。その際、社会保障４経費（年金・医療・介護・少子化対策）に限定することなく、貧困・格差対策についても対応すること。（◎）
（2） 引き続き検討課題となっている短時間労働者の社会保険の更なる適用拡大にむけて検討を進めること。
2． 社会福祉施策の充実強化について　
（1） 子どもの最善の利益を優先する視点から保育の量的拡大だけではなく質を確保するために先行実施される地域型保育給付（小規模保育）の予算を確保すること。また、安心こども基金については、公立施設も対象とすること。（◎）
（2） 地域包括ケアシステムを推進するために必要な24時間の定期巡回・随時対応サービスや小規模多機能サービスを整備するための予算を確保すること。（◎）
（3） 生活保護基準が2013年8月から引き下げとなったが、消費税引き上げを踏まえた措置を講ずること。また、生活困窮者自立支援については、相談支援体制の構築など必要な予算措置を講じること。
3． 保健・医療政策の充実強化について　
（1） 医療制度改革
1 医師不足解消、とりわけ医師の地域偏在解消にむけ、医師の適正配置の仕組みを構築するとともに、看護職員不足解消のための処遇改善、人材確保・育成および離職防止対策強化を進めるための財源確保とモデル事業を実施すること。
2 国民の生命に直結する健康危機管理の発生に対応するために、自治体および保健所における医師や行政保健師等職員の確保・育成にむけた財源確保を行うこと。
3 国民皆保険を堅持するため、フリーアクセスが可能な地域医療の確保にむけた支援の拡充・財源確保を行うこと。
（2） 次期診療報酬改定においては、医療と介護の連携強化や良質な地域医療　　の確立などを後押しするための適正な改正を行うこと。
1 地域医療の中核を担っている公立病院等が継続的に医療機能を果たせるよう、地域医療支援や、在宅医療支援に対する評価を行うこと。
2 病院勤務医と診療所勤務医の雇用格差是正のため、診療所等における外来管理加算や医学管理費の算定を見直し、公平・公正な観点から適正な配分を行うこと。（◎）
4． 国民健康保険制度の改革について
（1） 国民健康保険・後期高齢者医療制度の低所得者への保険料軽減措置及びそれに関連しての高額療養費の見直しについては、国保の財政上の構造的な問題を解決する方策を前提としたうえで実施すること。
5． 労政行政・労働委員会関連について
（1） 厚生労働省として、労働教育施策の現状と今後の方向性を明らかにするとともに、都道府県と都道府県労働局との間に、労働教育施策運営会議（仮称）を設置するなど、具体的な連携策を講じること。
また、労働教育施策を積極的に実施する都道府県に対し、財政面での支援に加え、講師派遣・国委託事業化・テキスト配布などの支援制度の創設・拡充を図ること。
（2） 自治体の実施する労働相談、あっせん・調整等の事業に対して、財政支出を含めた支援を行うこと。
6． 職業訓練関連について
（1） 東日本大震災からの復興における職業能力開発行政の役割の重要性を鑑み、被災した地方自治体からの要望に対し、早急かつ柔軟に対応すること。
（2） 高等学校無償化法による授業料の無料化に準じて、 都道府県の行う公共職業訓練を受講する新規中卒者に対しても、訓練受講の経費を免除するよう予算措置すること。
（3） 「ジョブ・カード制度」については、訓練生および求職者にとって、さらなる有用な制度とすること。また当面は、運用上必要な予算措置等を行うこと。
以　　上　　
